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〔
省

令
〕

〇
財
団
法
人
日
本
遺
族
会
に
対
す
る
国
有
財

産
の
無
償
貸
付
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
財
産
使
用
の
承
認
手

続
に
関
す
る
省
令
を
廃
止
す
る
省
令

（
厚
生
労
働
一
〇
六
）

〔
法
規
的
告
示
〕

〇
事
業
性
融
資
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施

行
令
第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
企
業
価
値
担

保
権
信
託
会
社
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
金
融
庁
三
六
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
、
所
有

者
不
明
関
係

会
社
そ
の
他

〔
そ
の
他
告
示
〕

〇
銀
行
代
理
業
者
に
係
る
銀
行
代
理
業
の
許

可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
件

（
金
融
庁
三
七
）

〇
労
働
金
庫
代
理
業
者
に
係
る
労
働
金
庫
代

理
業
の
許
可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
件

（
金
融
庁
・
厚
生
労
働
三
）

〇
健
康
増
進
法
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
試
験

機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
の
件

（
消
費
者
庁
九
）

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
十
一

条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
品
種
登

録
出
願
及
び
届
出
に
係
る
事
項
を
公
示
す

る
件
（
農
林
水
産
八
二
七
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
国
土
交
通
七
八
五
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
七
八
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
七
四
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

登
録
検
査
機
関
の
登
録
の
更
新
に
関
す
る
公

示
（
国
土
交
通
省
）

登
録
小
型
船
舶
教
習
所
の
登
録
事
項
の
変
更

に
関
す
る
公
示
（
東
北
運
輸
局
）

産

業

日
本
産
業
規
格

（
厚
生
労
働
省
、
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通

省
）

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す

る
公
示
（
九
州
運
輸
局
最
低
賃
金
公
示
四
）

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
事
業
主
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）
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